第Ⅳ講座－第２課題
昇給、昇格の方法と昇格後の給与決定について
１　昇給制度についての解説
（１）2006年給与構造改革以後の昇給制度
　①　普通昇給制度と特別昇給制度に換えて査定昇給制度を導入
　　※　昇給日前の勤務成績をより厳格に反映した昇給制度
②　具体的な制度改正のポイント
ⅰ）号俸の４分割
ⅱ）５段階の昇給区分（Ａ～Ｅ＝８、６、４、２、０）と人員分布率の設定
ⅲ）昇給日を毎年１月１日に統一
　　※　管理職員以外の職員の良好の場合の昇給号俸数は４（管理職員は３）
　　　　　管理職員とは行（一）７級相当以上に在籍する職員のことをいう
ⅳ）枠外昇給制度の廃止
ⅴ）55歳以上の職員の昇給は昇給幅を２号俸（成績良好者）としていたが、2014年１月の昇給期より、成績上記区分の者のみに昇給を確保
（２）昇給とは
　　昇給日に、評価終了日以降１年間（基準期間）におけるその者の勤務成績に応じて行われる。この場合、評価終了日の翌日から昇給日の前日までの間（特定期間）に懲戒処分等を受けた場合は、下位の昇給区分に決定することができる。
　　※　評価終了日は昇給日前の９月３０日




	＜参考－現行制度における昇給について＞





　　
　　※　昇給日前１年間（昇給期間）において、成績良好であれば４号俸（標準）昇給
　　　昇給期間の1/6以上の勤務が認められないときは2号俸、1/2以上は昇給なし



（３）昇給区分及び昇給の号俸数
＜職員層別の人員分布率＞
	勤務成績
（昇給区分）
	極めて良好
Ａ
	特に良好
Ｂ
	良好
Ｃ

	昇給幅
	８号俸以上
	６号俸
	４号俸

	初任層
（１～２級）
	20％
（「Ａ」５％以内）
	

	中間層
（３～６級）
	５％
	20％
	

	昇給幅
	８号俸以上
	６号俸
	３号俸

	管理職層
（７級～）
	10％
	30％
	


ア　評価終了日以前における昇給評語（直近の能力評価及び直近の連続した２回の業績評価の全体評語）がある職員については、その者の勤務成績に応じて、次の（ア）～（ウ）に掲げる昇給区分のいずれかに決定する。
　（ア）昇給評語が上位又は中位の段階である職員（昇給評語がいずれも中位の段階である職員及び能力評価の全体評語が中位の段階、かつ２回の業績評価の全体評語が上位（人事評価の全体評語の段階数が５段階である者にあっては最上位の段階であるものを除く。）及び中位の段階である職員にあっては(4)ア(ｲ)に掲げる職員に限る。）のうち、勤務成績が特に良好である職員　次に定める昇給区分
　　　①　勤務成績が極めて良好である職員　Ａ
　　　②　①に掲げる職員以外の職員　　　　Ｂ
　（イ）（ア）及び（ウ）に掲げる職員以外の職員　Ｃ
（ウ）昇給評語のいずれかが下位の段階である職員、評価終了日前１年間において懲戒処分を受けた職員、懲戒職分を受けることが相当とされる行為をした職員及び訓告その他の矯正措置の対象となる事実（勤務成績に及ぼす影響の程度が軽微であるものとして各庁の長があらかじめ指定するものを除く。以下同じ。）があった職員並びに特定期間において、懲戒処分を受けたこと、懲戒処分を受けることが相当とされる行為をしたこと及び訓告その他の矯正措置の対象となる事実があったことにより、下位の昇給区分に決定することが適当であると判断された職員　次に定める昇給区分
　　　①　勤務成績がやや良好でない職員　Ｄ
　　　②　勤務成績が良好でない職員　　　Ｅ
イ　国際機関又は民案企業に派遣されていたことなどの事情により－以下省略
ウ　職員を昇給させる場合の号俸数は、ア又はイにおいて決定される昇給区分に応じて次表に定めるとおりである。
　　【行政職俸給表（一）等職員昇給号俸数表】
	昇給区分
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	Ｅ

	昇給の号俸数
	８以上
	６
	４（管理職員にあっては３）
	２
	０

	
	２以上
	１
	０
	０
	０


　備考①　省略
　　　②　上段の号俸数は昇給抑制年齢職員（原則55歳を超える職員）以外の職員に適用され、下段の号俸数は昇給抑制年齢職員に適用される。
　　　③　「管理職員」とは、行政（一）７級以上及びこれに相当する職員をいう。
　　　（注１）昇給抑制年齢の特例として行政（二）、医療（一）の職員の場合は、57歳を超える職員が該当する。
　　　（注２）平成19年１月1日から平成22年１月１日までの間は、昇給の号俸数が経過的に１号俸抑制されていた。
（４）昇給の号俸数の調整
ア　前年の昇給日後に昇格した職員の昇給の号俸数
　部内の他の職員との均衡を考慮して昇給号俸数表のＣ欄に定める号俸数以下の号俸数
イ　前年の昇給日後に新たに職員になった者及び上位資格後の取得等により号俸を決定された者
　　（３）ウによる号俸数に相当する数（特定期間に新たに職員となった者にあっては人事院の定める数）に、新たに職員となった日から昇給日の前日までの期間の月数（１月未満端数切り上げ）を12月で除した数を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）に相当する号俸数
　※　「人事院の定める数」は４（管理職員にあっては３、昇給抑制年齢職員にあっては０）
	〔例〕　４月１日採用者の翌年１月１日昇給の場合
昇給区分Ｃ（４号俸）の場合
４号俸
×
９月
＝
３号俸
１２月



（５）研修、表彰等による昇給
　勤務成績が良好である職員が次の①～③のいずれかに該当する場合は、人事院の定めるところにより、当該①～③に定める日に昇給をさせることができる。
　①　研修に参加し、その成績が良好場合　　成績が認定された日から同日の属する月の初日までの日
　②　職務上特に功績があったことにより、又は公務のため顕著な功労があったことにより表彰又は顕彰を受けた場合　　表彰又は顕彰を受けた日から同日の属する月の翌月の初日までの日
　③　廃職又は過員を生じたことにより退職する場合　　退職の日
（６）特別の場合の昇給
　勤務成績が良好である職員が生命をとして職務を遂行し、そのために危篤となり、又は著しい障害の状態となった場合その他特に必要があると認められる場合には、あらかじめ人事院の昇任を得て、人事院の定める日に、昇給をさせることができる。
（７）最高号俸を受ける職員についての適用除外
　昇給に関する規定は、職務の級の最高の号俸を受ける職員には、適用されない。

２　昇格制度について
（１）昇格の定義
　　昇格の定義は、昇格の条件を満たし、職員の職務の級を同一の俸給表の上位の職務の級に変更することをいう。
　　平成21年４月より人事評価の結果が昇格に活用されることとなった。
（２）昇格の要件
　ア　級別定数の範囲内であること
　イ　職務の級がその職務に応じたものであり、勤務成績に従ってものであること
　ウ　次のいずれかの要件を満たすこと
　（ア）昇格させようとする日に昇任又は昇任に準ずる転任をしたこと。
　（イ）昇格させようとする日前１年以内に昇任又は昇任に準ずる転任をした場合に、（ウ）①及び③に掲げる要件を満たすこと。
　（ウ）職務の級に在級する期間が２年以上ある職員を昇格させる場合、次の①～③に掲げる要件を満たし、かつ、以前２年間における人事評価の結果や勤務成績の判定事実に基づき、昇格後の職務の級の職務が遂行可能であると認められること。
　　　①　直近の能力評価及び業績評価の全体評語が上位又は中位の段階であること。
　　　②　直近の連続した２回の能力評価及び４回の業績評価の全体評語を総合的に勘案した場合に、発揮した能力の程度や役割を果たした程度が通常を超えるものとして人事院が定める要件を満たすこと。
　　　③　以前１年以内に、懲戒処分又はこれに相当する処分を受けていないこと及びこれらの処分を受けることが相当とされる行為をしていないこと。
　（エ）派遣等により全体評語の全部又は一部が内場合であって、次のいずれかの要件を満たすこと。
　　　①　国際機関や民間企業に派遣されていた職員にあっては、派遣先における勤務の取り組み状況等の事実を総合的に勘案した場合に、（ウ）に掲げる要件を満たす職員に相当すると認められること。
　　　　※　上記には育児休業をしていたこと、休職にされていたこと、人事交流等により地方公務員等であったことが含まれる
　　　②　在級する期間が２年に満たない職員を昇格させる場合で、人事評価の結果や勤務成績の判定に足りる事実を総合的に勘案した場合に、（ウ）に掲げる要件を満たす職員に相当し、職務の級の職務を遂行することが可能であると認められること。
　エ　アからウにより職員を昇格させる場合、職務の級を１級上位の職務の級に決定するときは、在級期間表（規則９－８別表第６）に定める在級期間及び在級期間表において人事院が別に定めることとする要件に従い、昇格後の職務の級を決定する。この場合、直近の能力評価の全体評語が最上位の段階であり、かつ、直近の業績評価の全体評語が上位の段階であるときその他勤務成績が特に良好であるときは、在級期間表に定める在級期間に100分の50以上100分の100未満の割合を乗じて得た期間をもって、在級期間表の在級期間とすることができる。　　
　（参考）規則9-8別表第６　在級期間表（第20条関係）（抄）
　イ　行政職俸給表（一）在級期間表
	職　　　務　　　の　　　級

	2級
	3級
	4級
	5級
	6級
	7級
	8級
	9級
	10級

	3
	4
	4
	2
	2
	4
	3
	3
	3


備考
１　総合職（院卒）、総合職（大卒）、一般職（高卒）若しくは専門職（高卒）の結果に基づいて職員となった者又は選考採用者に対するこの表の適用については、職務の級2級の欄中「３」とあるのは、総合職（院卒）又は総合職（大卒）の結果に基づいて職員となった者にあっては「０」と、一般職（高卒）又は専門職（高卒）の結果に基づいて職員となった者にあっては「８」と、選考採用者にあっては「９」とする。
２　7級から10級までのいずれかの職務の級に昇格させる場合には、当該職務の級に係る在級期間のほか、人事院が別に定める要件を満たさなければならない。この場合において、人事院が別に定めるときは、当該在級期間によらないことができる。
６　Ⅰ種、Ⅲ種又はＢ種の結果に基づいて職員となった者に対するこの表の適用については、職務の級2級の欄中「３」とあるのは、Ⅰ種の結果に基づいて職員となった者にあっては「０」と、Ⅲ種の結果に基づいて職員となった者にあっては「８」と、Ｂ種の結果に基づいて職員となった者にあっては「5.5」とする。
（3～5及び7略）
オ　アからウまでにより昇格させる場合において、人事院が別に定める要件を満たすとき又は2級以上上位の職務の級に決定する特別の事情があると認められる場合として人事院の定める場合に該当するときは、職務の級を2級以上上位の職務の級に決定することができる。
カ　エの場合において、部内の他の職員との均衡を失すると認められる職員に対しては、次に掲げる場合に応じ、その者の属する職務の級を決定するものとする。　
（ア）経験者採用試験に基づいて新たに職員となった者以外の職員を昇格させる場合
　　その者の経験年数（「総合職（院卒）」の区分の適用を受ける者にあっては2年を加えた年数をもって当該経験年数とする）が１級上位の職務の級をその者の職務の級とみなした場合の最短昇格期間以上であること。
（イ）経験者採用試験に基づいて新たに職員となった者を採用日後に最初に昇格させる場合
　　直近の能力評価及び連続した２回の業績評価の全体評語が、一つが上位の段階であり、他方が上位又は中位の段階であること。
　ⅰ）行政（一）３級相当　次に掲げる要件を満たすこと。
　　ａ　直近の能力評価及び連続した２回の業績評価の全体評語について、いずれも中位のの段階であること。
　　ｂ　直近の能力評価の評価期間において優れた行動が見られ、その他は通常求められる程度であること又は直近の業績評価の評価期間において、優れた業績がみられ、かつ、その他の業績は通常求められる程度であること。
　ⅱ）行政（一）２級相当　ⅰ）ａに掲げる条件を満たすこと。
キ　エの昇格は現に属する職務の級に１年以上在級していない職員については行うことができない。
（３）在級期間表の適用方法
ア　在職期間表は、その区分に応じて適用する。
イ　職務の級欄に定める数字は、その職務の級に昇格させるための在級期間を示す。
ウ　初任給の適用を受ける者の在級期間表の適用は、採用試験の結果に基づいて職員となった者として取り扱う。
エ　次に掲げる職員にあっては、次に定める期間をその職務の級に在級した期間として取扱うことができる。
（ア）人事交流等により引き続いて職員となった者及び特殊の官職に採用された職員については、部内の他の職員との均衡を考慮してあらかじめ人事院の承認を得て定める期間
（イ）初任給基準を異にする異動をした職員又は俸給表の適用を異にする異動をした職員については、部内の他の職員との均衡及びその者の従前の勤務成績を考慮してあらかじめ人事院の承認を得て定める期間
オ　選考採用者が「採用試験」の区分の適用を受けることとなった場合、又は他の「採用試験」の区分の適用を受ける職員となった場合は、新たに適用される区分の適用を受けることとなった時以後の期間を、その者の属する職務の級に在職した期間とする。
カ　降格した職員又は退職した日若しくはその日の翌日に再び採用された職員については、その職務の級以上の職務の級に在職していた期間をその職務の級に在級した期間として取り扱うことができる。
キ　在職した期間の計算は月を単位として行う
ク　在職期間表の備考の適用については、任用の基礎となった採用試験の区分等による。
（４）昇格の要件の特例
ア　上位資格の取得
　現に職員である者が、上位の職務の級に決定される資格を有するに至った場合には、その資格に応じた職務の級に昇格させることができる。
　①　採用試験に合格し、その結果に基づいて任用された場合
　②　異なる学歴免許等の資格を取得した場合
　③　在級期間表の異なる職種欄の区分の適用を受けることとなった場合等
イ　特別の場合の昇格
　次の場合には、人事院の定めることにより（（ウ）は承認を得て）特別に昇格させることができる。
（ア）職務の級に在級する期間が１年に満たない職員で、その者の職務の特殊性等により特に昇格させる必要がある場合。
（イ）派遣職員が職務に復帰した場合、共同研究などで休職にされた職員が復職した場合において、部内の他の職員との均衡上特に必要がある場合。
（ウ）職員が生命をとして職務を遂行し、そのために危篤となり、又は著しい障害の状態となった場合。
（５）昇格をさせた場合の号俸の決定
　　昇格した日の前日に受けていた号俸に対応する昇格時号俸対応表の昇格後の号俸欄に定める号俸となる。
（６）昇格をさせた場合の号俸の決定の特例
ア　2級以上上位への職務の級の昇格は、1級上位への昇格が順次行われたとして取り扱う
イ　上位資格の取得による昇格で、初任給として受けるべき号俸に達しない場合は、昇格後の号俸とすることができる。
ウ　降格した職員を最初に昇格させた場合に、部内の他の職員との均衡を著しく失すると認められるときは、事務総長の承認を得て、号俸を決定することができる。
３　昇格制度についての解説
（１）給与構造改革前の昇格制度について（2005年俸給表）
①　昇格前の号俸の対応号俸（同額か直近上位）へ昇格
②　第１双子の上位（特定号俸）以上からの昇格は、対応号俸の１号上位へ昇格
③　旧４級以上（現３級以上）への昇格は、対応号俸の１号上位へ昇格（昇格改善）
[image: image1.emf]
（２）給与構造改革後の昇格制度について
基本的には旧制度における昇格に伴う効果をほぼ保障するため、４分割後の最初の号俸を基幹号俸と定義し、昇格する際には昇格する級の最高号俸間差額を千円単位に切り上げて、昇格前の基幹号俸に定額加算を行い、直近上位の基幹号俸へ対応させることとなりました。このルールを元にして、昇格時号俸対応表が人事院規則において定められることとなりました。昇格に伴う効果としてどの号俸から昇格しても一定の昇格メリットを得ることができる制度となり、特に旧制度の第１双子の上位以上から昇格する場合の昇格時における効果が改善されていました。
①　各級ごとの定額加算額（2011人勧行（一）俸給表）
	　
	２→３
	３→４
	４→５
	５→６
	６→７
	７→８
	８→９
	９→10

	加算額
	8,000
	9,000
	10,000
	10,000
	11,000
	10,000
	13,000
	13,000


②　具体的な昇格時の号俸決定方法
[image: image2.emf]　　
※　第1双子の上位以上からの昇格にあたっては対応基幹号俸の一つ上の基幹号俸に対応させている。
（３）2012人事院勧告による昇格制度の効果の抑制方法
　①　抑制される範囲
　　最高号俸を含めた上位17号俸（５基幹号俸分の号俸）から昇格する場合
　②　抑制の方法
給与構造改革の際に昇格制度の見直しを行って、一定の改善効果のあった第１双子以上の昇格のうち、最高号俸付近から昇格する場合の昇格メリットの条件を８号俸に止め、抑制の効果が始まる１７号俸目は抑制が無い１８号俸目との逆転防止を配慮して、昇格号俸を決定することとした。
＜参考＞昇格制度見直しによる効果について
○　現行の昇格方法（実線）
ア）４級77号俸（378,600）から昇格する場合は、加算額として10,000円を加算すると、この金額は５級66号俸に対応するが、基幹号俸ではないため、基幹号俸の５級69号俸へ昇格する。
イ）４級93号俸（388,300）から昇格する場合は、同様に５級82号俸に対応するが、基幹号俸の５級85号俸へ昇格する。
○　制度改正後の昇格方法（波線）
ア）４級77号俸から昇格する場合は、単純に76号俸から昇格した場合と同じ５級68号俸へ昇格する。
イ）４級の最高号俸である93号俸（388,300円）の直近上位は５級66号俸となるが、５級66号俸は基幹号俸ではないので、基幹号俸である５級69号俸（390,500円）を直近上位として、これに８号俸を加えた５級77号俸に対応させる。結果として昇格に伴うメリットは制度改正前と比較して半分程度に押さえ込まれる。
＜４級から５級へ昇格の場合＞
	4級
	5級

	号俸
	俸給月額
	加算額　　　　　　　　　　　　１００
	号俸
	俸給月額
	基幹号俸間
の間差額

	73
	3,761
	3,861
	65
	3,880
	26

	74
	3,768
	　
	66
	3,887
	　

	75
	3,775
	　
	67
	3,894
	　

	76
	3,782
	　
	68
	3,901
	　

	77
	3,786
	3,886
	69
	3,905
	25

	78
	3,792
	　
	70
	3,912
	　

	79
	3,798
	　
	71
	3,919
	　

	80
	3,804
	　
	72
	3,926
	　

	81
	3,809
	3,909
	73
	3,929
	24

	82
	3,815
	　
	74
	3,936
	　

	83
	3,821
	　
	75
	3,943
	　

	84
	3,827
	　
	76
	3,950
	　

	85
	3,833
	3,933
	77
	3,954
	25

	86
	3,839
	　
	78
	3,961
	　

	87
	3,845
	　
	79
	3,968
	　

	88
	3,851
	　
	80
	3,975
	　

	89
	3,858
	3,958
	81
	3,980
	26　

	90
	3,864
	　
	82
	3,987
	　

	91
	3,870
	　
	83
	3,994
	　

	92
	3,876
	　
	84
	4,001
	　

	93
	3,883
	3,983
	85
	4,006
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例１）1-12から2級に昇格する場合


1-12（166,000）の対応号俸は2-2（170,200）なので2-2（170,200）へ昇格





例２）3-7から4級へ昇格する場合


3-7（228,300）の対応号俸は4-3（233,900）。4級以上への昇格は昇格改善効果により1号上位ため4-4（242,800）へ昇格





例３）4-16から5級へ昇格する場合


4-16（333,000）の対応号俸は5-13（334,900）。5級への昇格は昇格改善効果のため1号、さらに第1双子の上位以上から昇格なので、対応号俸から2号上位となり5-15（347,500）へ昇格。
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